
特定非営利活動法人スプラウト・ラボ 定款

第 1章 総則

(名 称 )

第 1条 この法人は、特定非営利活動法人スプラウ ト・ ラボとい う。また英文名

をSpecified NOnprOfit COrporation Sprout Lab。 とし、口各称をNP01法人スプラ

ウト・ ラボとする。

(事務所)

第 2条 この法人は、主たる事務所を東京都大田区北千束三丁目28番9号V洲フラ

ッツ401に置く。

(目 的)

第 3条 この法人は、第1にインクルーシブな社会の実現に向けて、理論と実践が

一体となった調査・研究を行い、その結果を国内外に発信 。実装することを通

して、研究者も含めた市民同士が互いに対話や実践を行うためのプラットフォ

ームを創造することを目的とする。第2に、日常生活などで何らかのサポー トが

必要な人々をはじめとしたすべての人が、その人の持つ特性や能力を活かせる

よう求められるサポー トを提供し、周囲の環境調整などを行うことによつて、

すべての人が役割のあるインクルーシブな社会の実現に寄与することを目的と

する。

(特定非営利活動の種類)

第4条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を

行う。

(1)保健、医療又は福祉の増進を図る活動

(2)社会教育の推進を図る活動

(3)学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 '

(4)子 どもの健全育成を図る活動

(5)職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

(6)前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助

の活動

(事業の種類〉

第5条 この法人は、第3条の目的を達成するため、次の事業を行う。

(1)特定非営利活動に係る事業

① 日常生活などで何らかのサポー トが必要な人々やそれに関連する人々に

対するサポー ト事業

② 日常生活などで何らかのサポー トが必要な人々やそれに関連する人々に



ついての調査研究 。公表事業

③ 日常生活などで何らかのサポー トが必要な人々やそれに関連する人々と

の交流事業

④その他、この法人の目的を達成するために必要な事業

(2)そ の他の事業

(1)こ の法人のホームページや発行する刊行物などにおける広告掲載事業

(2)調査研究等の委託事業

2 その他の事業は、特定非営利活動に係る事業に支障がない限り行うものとし、

利益を生じた場合には、この法人が営む特定非営利活動に係る事業に充てるも

のとする。

第 2章 会員

(会員の種類)

第 6条 この法人の会員は、次の3種 とし、正会員をもって特定非営利活動促進

法 (以下「法」という。)上の社員とする。
.

(1)正会員 この法人の目的に賛同して入会した個人又は団体

(2)賛助会員 この法人の目的に賛同し、賛助の意志を持つ個人又は団体

(入会)

第7条 正会員及び賛助会員の入会については、特に条件を定めない。

2 正会員及び賛助会員として入会しようとする者は、その旨を文書で代表理事

に申し込むものとし、代表理事は正当な理由がない限り、入会を認めなければ

ならない。

3 代表理事は、前項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した

書面をもって本人にその旨を通知しなければならない。

(入会金及び会費)

第 8条 正会員及び賛助会員は、総会において別に定める会費を納入しなければ

ならない。

(会員の資格の喪失)

第9条 会員が次の各号のいずれかに該当する場合には、その資格を喪失する。

(1)退会の申出があったとき。

(2)本人が死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅したと

き。

(3)継続して2年以上会費を滞納したとき。

(4)除名されたとき。
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(退会)

第 10条 会員は、退会しようとするときは、代表理事が別に定める退会届を提

出して、任意に退会することができる。

(除名)

第 11条 会員が次のいずれかに該当する場合には、総会の議決により、会員を

除名することができる。この場合、その会員に対し、議決をする前に弁明の機

会を与えなければならない。

(1)法令、定款に違反したとき。

(2)こ の法人の名誉を毀損し、設立の趣旨に反し、又は秩序を乱す行為をしたと

き。

(拠出金品の不返還)

第 12条 既に納入した入会金、会費及びその他の拠出金品は、これを返還しな

い 。

第 3章 役員及び職員

(役員の種類、定数及び選任等)

第 13条 この法人に、次の役員を置く。

(1)理事 3人以上 10人以内

(2)監事 1人以上 3人以内

2 理事のうち、 1人を代表理事、 1人を副代表理事とする。

3 理事及び監事は、総会において選任する。

4 代表理事及び副代表理事は、理事の互選とする。

5 役員のうちには、それぞれの役員についてその配偶者若しくは 3親等以内の

親族が 1人 を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び 3親等以内の

親族が役員の総数の 3分の 1を超えて含まれることになってはならない。

6 法第20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができ

ない。

7 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねることはできない。

(役員の職務)

第 14条 代表理事は、この法人を代表し、業務を総理する。

2 代表理事以外の理事は、法人の業務について、この法人を代表しない。

3 副代表理事は、代表理事を補佐し、代表理事に事故があるとき又は代表理事

が欠けたときは、その職務を代行する。

4 理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び理事会の議決に基づき、この
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法人の業務を執行する。

5 監事は、次に掲げる職務を行う。

(1)理事の業務執行の状況を監査すること。

(2)こ の法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号の規定による監査の結果、この法人の業務若しくは財産に関し不正の

行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合

には、これを総会又は所轄庁に報告すること。

(4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。

(5)理事の業務執行の状況若しくはこの法人の財産の状況について、理事に意見

を述べ、又は理事会の招集を請求すること。

―
(役員の任期等)

第 15条 役員の任期は 2年とする。ただし、補欠のため、又は増員によって就

任 した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者の任期の残存期間とする。

2 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職

務を行わなければならない。
′

3 役員は、再任されることができる。

4 第 1項の規定にかかわらず、後任の役員が選任されていない場合には、任期

の末日後最初の総会が終結するまでその任期を伸長する。

(欠員補充)

第 16条 理事又は監事のうち、その定数の 3分の 1を超える者が欠けたときは、

遅滞なくこれを補充しなければならない。

(役員の解任)

第 17条 役員が次のいずれかに該当する場合には、総会の議決により、その役

員を解任することができる。この場合、その役員に対し、議決をする前に弁明

の機会を与えなければならない。

(1)職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。

(2)心身の故障のため職務の執行に堪えないと認められるとき。

(役員の報酬)

第 18条 役員には報酬を与えることができる。ただし、役員のうち報酬を受け

る者の数が役員の総数の 3分の 1以下でなければならない。

2 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。

3 前 2項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、代表理事が別に定める。

(職員)

第 19条 この法人の事務を処理するため、この法人に事務局長その他の職員を
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置くことができる。

2 事務局長その他の職員は、代表理事が任免する。

第 4章 総会

(総会の種別)

第20条 この法人の総会は、通常総会及び臨時総会の 2種 とする。

(総会の構成)

第21条 総会は、正会員をもって構成する。

(総会の権能)

第22条 総会は、以下の事項について議決する。

(1)定款の変更

(2)解散及び合併、並びに解散した場合の残余財産の帰属

(3)事業報告及び活動決算

(4)役員の選任又は解任

(5)会員の除名

(6)その他運営に関する重要事項

(総会の開催)

第23条 通常総会は、毎年 1回開催する。

2 臨時総会は、次に掲げる事由により開催する。

(1)理事会が必要ど認め招集の請求をしたとき。

(2)正会員総数の5分の 1以上から、会議の目的を記載した書面により招集の請

求があったとき。

(3)第 14条第 5項第4号の規定により、監事から招集があったとき。

(総会の招集〉

第24条 総会は、前条第 2項第 3号の場合を除いて、代表理事が招集する。

2 代表理事は、前条第 2項第 1号又は第 2号の規定による請求があったときは、

その日から30日 以内に臨時総会を招集しなければならない。

3 総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載 した書

面又は電磁的方法により、開催の日より少なくとも5日 前までに通知しなけれ

ばならない。

(総会の議長)

第25条 総会の議長は、その総会において出席した正会員のうちから選任する。

この場合において、議長が選出されるまでの仮議長は、代表理事がこれにあた
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る。

(総会の定足数)

第26条 総会は、正会員総数の 2分の 1以上の出席がなければ開会することが

できない。

(総会の議決)

第27条 総会における議決事項は、第 24条第 3項の規定によりあらかじめ通

知された事項とする。ただし、議事が緊急を要し、かつ出席した正会員の 2分

の 1以上の同意があれば、その事項について議決を行うことができる。

2 総会の議事は、この定款に別に定めるもののほか、総会に出席した正会員の

過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

3 理事又は正会員が総会の目的である事項について提案した場合において、正

会員の全員が書面又は電磁的方法により同意の意思表示をしたときは、当該提

案を可決する旨の総会の決議があったものとみなす。

(総会における表決権等)

第28条 各正会員の表決権は、平等とする。

2 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知され

た事項について書面若しくは電磁的方法をもって表決し、又は他の正会員を代

理人として表決を委任することができる。

3 前項の規定により表決した正会員は、総会に出席したものとみなす。

4 やむを得ない理由により総会の場に来られない正会員は、ネットワーク機器

等の接続によるオンライン会議システム (発言等の情報伝達の双方向性及び即

時性が確保されているものに限る。以下同じ。)によつて、総会に出席し、表

決することができる。

5 総会の議決について、特別な利害関係を有する正会員は、その議事の議決に

加わることができない。

(総会の議事録)

第29条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければ

ならない。

(1)日 時及び場所

(2)正会員総数及び出席者数 (書面若しくは電磁的方法による表決者又は表決委

任者がある場合、又は、オンライン会議システムによる出席者がある場合にあ

っては、その数を付記すること。)

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

´
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2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人 2人が記名

押印又は署名しなければならない。

3 前 2項の規定に関わらず、第 27条第 3項の規定により、総会の決議があっ

たものとみなされた場合においては、次の事項を記載した議事録を作成しなけ

ればならない。

(1)総会の決議があったものとみなされた事項の内容

(2)前号の事項の提案をした者の氏名又は名称

.(3)総会の決議があったものとみなされた日及び正会員総数

(4)議事録の作成に係る職務を行った者の氏名

第 5章 理事会

(理事会の構成)

第30条 理事会は、理事をもって構成する。

(理事会の権能)

第31条 理事会は、この定款に別に定めるもののほか、次に掲げる事項を議決

する。

(1)総会に付議すべき事項

(2)総会の議決した事項の執行に関する事項

(3)そ の他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項

(理事会の開催)

第32条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。

(1)代表理事が必要と認めたとき。

(2)理事総数の 3分の 1以上から、会議の目的を示して招集の請求があったとき。

(3)監事から第 14条第 5項第 5号の規定に基づき招集の請求があったとき。

(理事会の招集)

第33条 理事会は、代表理事が招集する。

2 代表理事は、前条第 2号又は第 3号の規定による請求があったときは、その

日から 30日 以内に理事会を招集しなければならない。

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した

書面又は電磁的方法により、少なくとも5日 前までに通知しなければならない。

(理事会の議長)

第34条 理事会の議長は、代表理事がこれに当たる。
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第35条 理事会は、理事総数の過半数の出席がなければ開会することができな

い 。      .

(理事会の議決)

第36条 理事会における議決事項は、第33条第3項の規定によりあらかじめ

通知された事項とする。

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。

(理事会における表決権等)

第37条 各理事の表決権は、平等とする。

2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知され

た事項について書面又は電磁的方法をもって表決することができる。

3 前項の規定により表決した理事は、理事会に出席したものとみなす。

4 議決すべき事項について特別な利害関係を有する理事は、その事項について

表決権を行使することができない。

(理事会の議事録)

第38条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなけれ

ばならない。

(1)日 時及び場所

(2)理事の現在数

(3)理事会に出席した理事の数及び氏名 (書面等表決者にあってはその旨を付記

すること。)

(4)審議事項

(5)議事の経過の概要及び議決の結果

(6)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人 2人が記名

押印又は署名しなければならない。

第 6章 資産及び会計等

(資産の構成)

第39条 この法人の資産は、次に掲げるものをもって構成する。

(1)設立当初の財産目録に記載された資産

(2)入会金及び会費

(3)寄附金品

(4)事業に伴う収益

(5)資産から生じる収益
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(6)そ の他の収益

(資産の区分)

第40条 この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産、その他

の事業に関する資産の2種とする。

(資産の管理)

第41条 この法人の資産は、代表理事が管理し、その方法は、総会の議決を経

て、代表理事が別に定める。

(会計の原則)

第42条 この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従って、行 うもの

とする。

(会計の区分)

第43条 この法人の会計は、次のとおり区分する。

(1)特定非営利活動に係る事業に関する会計

(2)そ の他の事業に関する会計

(事業年度)

第44条 この法人の事業年度は、毎年8月 1日 に始まり、翌年7月 31日 に終わる。

(事業計画及び予算)

第45条 この法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は、代表理事が作成し、

総会の議決を経なければならない。

(暫定予算)

第46条 前項の規定にかかわらず、やむを得ない事由により予算が成立しない

ときは、予算成立までは、前事業年度の予算に準じて収益費用を講じることが

できる。

2 前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。

(予算の追加及び更生)

第47条 予算成立後にやむを得ない事由が生じたときは、総会の議決を経て、

既定予算の追加又は更正をすることができる。

(事業報告及び決算)

第48条 この法人の事業報告書、活動決算書、貸借対照表及び財産目録等の決

算に関する書類は、毎事業年度終了後、速やかに、代表理事が作成し、監事の
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監査を受け、総会の議決を経なければならない。

2 決算上剰余金を生じたときは、次年度に繰 り越すものとし、構成員に分配し

てはならない。

(臨機の措置)

第49条 予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の

負担をし、又は権利の放棄をしようとするときは、理事会の議決を経なければ

ならない。

第7章 定款の変更、解散及び合併

(定款の変更)

第50条 この定款を変更しようとするときは、総会において出席した正会員の

4分の 3以上の議決を経、かつ、法第 25条第 3項に定める事項に係る定款の

変更の場合に限り、所轄庁の認証を得なければならない。

(解散)

第51条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。

(1)総会の決議

(2)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(3)正会員の欠亡

(4)合併

(5)破産手続開始の決定

(6)所轄庁による設立の認証の取消し

2 前項第 1号の事由により・解散するときは、正会員総数の4分の 3以上の承諾

を得なければならない。

3 第 1項第 2号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければなら

ない。

4 解散のときに存する残余財産の帰属については、法第 11条第 3項に掲げる

者のうちから総会の議決により選定するものとする。

(合併)

第52条 この法人が合併しようとするときは
「

総会において正会員総数の4分

の 3以上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。

第 8章 雑則

(公告の方法)

第53条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲

10



，
“

載して行う。ただし、法第 28条の 2第 1項に規定する貸借対照表の公告につ

いては、内閣府ⅣO法人ポータルサイ ト (法人入力情報欄)に掲示して行う。

(施行細則)

第54条  この定款の施行について必要な事項は、理事会の議決を経て代表理事

がこれを定める。

附 則

1 この定款は、この法人の成立の日から施行する。

この法人の設立当初の役員は(次のとおりとする。

代表理事    小澤 温

副代表理事   中尾 文香

理事     船谷 博生

〃      青島 正章

監事      荒川 佳―朗

3 この法人の設立当初の役員の任期は、第 15条の 1の規定にかかわらず、成

立の日から2026年性月器 日までとする。
.

′o ,l  .

4 この法人の設立当初の事業計画及び活動予算は、この定款の規定にかかわら

ず、設立総会で定めるものとする。

5 この法人の設立当初の事業年度は、この定款の規定にかかわらず、成立の日

から202“
語P31日

までとする。
′

6 この法人の設立当初の入会金及び会費は、この定款の規定にかかわらず、次

に掲げる額とする。

(1)正会員

① 入会金  個人 5,000円    団体  30,000円

② 年会費  個人 10,000円    団体  50,000円

(2)賛助会員

年会費  個人 3,000円     団体 1口 10,000円 (1日 以上)

11



書式第 1号 (法第 10条 。第 23条関係 )

設立・役員変更用

役 :.員 名

'ヨ

F(役員名簿及確 員のう諫 目を受ける者の御 )

特定非営利活動法人 スプラウト・ラ
“
′:ヽ

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
(ど ちらかにO)

(フ リガナ)
報酬の有無
(ど ちらかにO)

役職名等
氏   名

1 日 ・監事

オザフ アツシ
有・□ 代表理事

小澤 温

2 □ ・監事

ナカオ アヤカ
有・因 副代表理事

中尾 文香

3 □ ・監事

フナヤ ヒロオ
有・□ 理 事

船谷 博生

4 □ ・監事

アオシマ

マサアキ 有。□ 理事

青島 正章

5 理事。匡ヨ

アラカワ

ケイイチロウ 有。□ 監事

荒川 佳一朗

6 理事・監事 有 。無

7 理事 。監事 有 盤

8 理事・監事 有・無

9 理事・監事 有・無

10 理事・監事 有・無



書式第8号 (法第 10条 。第25条関係) 設立・定款変更用

2025年 度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人 スプラウト・ラ」ご
′]｀

1 事業実施の方針

初年度は次年度からの本格的な事業実施に向けて各事業の体制構築、調査研究を進め、同時に本法人

及び活動方針のPRと 会員募集を行う。

2・ 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用.【 1769 】千円 )
足歌 に記 載

された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

日常生活など

で何 らかのサ

ポー トが必要

な人々やそれ

に 関 連 す る

人々に対する

サポー ト事業

障がい者雇用を行 う企業
や就労支援事業所の障が
い者・関係者等から「仕事
や労働」に関する相談を
対面 。オンラインのいず
れかで通年受け付ける。
相談では、障がい者がそ
の企業 。事業所で本来の
能力を発揮 して働 くため
に必要な環境構築を本人
と企業・団体の双方の意
見 を整理 しつつ共 に考
え、有効かつ具体的な伴
走支援方法を提案する。

2025 年
10 月 ～
2026年 7
月

法人事務
所

都道府県
内各所

2人
企業およ
び就労支
援事業所

20法人
約 100
人

500

日常生活な ど
で何 らかのサ
ポー トが必要
な人々やそれ
に 関 連 す る
人々について
の調査研究・
公表事業

企業や就労ヌ援事業所、
障がい者などを主な対象
とし、就労問題 (職場のみ
ならず地域社会での生活
面も含め)に関するヒア
リング・アンケー トi調 査
研究を行 う。調査研究に
おいては、大学。大学院等
の若手研究者や地域で活
動する実践家にも調査メ
ンバーとなってもらい、
法人の学識経験者が適宜
ア ドバイスを行 うこと
で、障がい者就労分野の
研究者や実践者を育成し
つ′ 1ヽ ′′
ヽ V・ 、ヽ。

さらに、調査成果を自書
としてまとめ、その内容
をウェブサイ ト等で分か
りやす く発信す るこ と
で、障がい者就労の現場
の支援の質の向上や学術
研究の推進に寄与する。

2025年 8
月|   ～
2026年 7
月

法人事務
所

都道府県
内各所

オンライ
ン

3人

企業・就
労支援事
業所なら
びに、働
く1華がい
者・支援
員等

研究連携
団体 とし
て 10法
人

情報公開
対象者 と
して
約 1000
人

819

日常生活な ど
で何 らかのサ
ポー トが必要
な人 々や それ
に 関 連 す る
人々 との交流
事業

サポー ト事栞や調査研
究 。公表事業で浮き彫 り
になった障がい者就労を
めぐる実態や課題点に関
して、関係者や市民に向
けて対話・交流イベン ト
を 2回程度 (対面・オンラ
イン 1回ずつ)開催する。
対話・交流イベン トでは、
大人 (企業人・研究者・市
民)だけではなく、子ども

2025年 8
月～
2026年 7
月

法人事務
所

都道府県
内各所

オンライ
ン

5人

研究者、
企業人
な ら び
に、一般
市民

約 200人 450
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(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 57 】千円)

定 萩に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

この法人のホ
ームページや
発行する刊行
物などにおけ
る広告掲載事
業

新法人名での公式ホームページの作成

2025年 8
月|   ～
2026年 3
月

事業所内 2 57

研究等の業務
委託事業

2025年度は実施予定なし 0



書式第 8号 (法第 10条・第 25条関係)

設立・定款変更用

2026年 度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法 ス プ

1 事業実施の方針

2026年度は引き続きの会員募集・法人 PR、 調査研究に努めるとともに、活動趣旨に賛同頂いた会員・

寄付者が集まって障がい者雇用に関する社会課題を話 し合える場の本格構築に向けて準備を進めていく。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 1550  】千円 )

され
事業

た 事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

党益
対象者
人数

事業費
(千円)

日常生活な ど

で何 らかのサ

ポー トが必要

な人々やそれ

に 関 連 す る

人々に対す る

サポー ト事業

2025年り副こり|き 澤元いて、
障がい者雇用を行 う企業
や就労支援事業所Q障が
い者・関係者等から「仕事
や労働」に関する相談を
対面・オンラインのいず
れかで通年受け付ける。
相談では、障がい者がそ
の企業・事業所で本来の
能力を発揮 して働 くため

讐基翼午喬爆霧委勇芳舎
見を整理 しつつ共に考
え、有効かつ具体的な伴
走支援方法を提案する。

2026年 8
月   ～

2027年 7
月

法人事務
所

都道府県
内各所

2人
企業およ
び就労支
援施設

20法人
約 1(X)

人 500

日常生活な ど
で何 らかのサ
ポー トが必要
な人々やそれ
に 関 連 す る
人々について
の調査研究・
公表事業

否葉や就労支援事業所、
障がい者などを主な対象
とし、就労問題 (職場のみ
ならず地域社会での生活
面も含め)に関するヒア
リング・ アンケー ト調査
研究を行 う。調査研究に
おいては、大学 。大学院等
の若手研究者や地域で活
動する実践家にも調査メ
ンバー となってもらい、
法人の学餞経験者が適宜
ア ドバ イ ス を行 うこ と
で、障がい者就労分野の
研究者や実践者 を育成 し
っ″1、 ′
ヽ け 、`。

さらに、調査成果を自書
としてまとめ、2025年度
に引き続 き内容をウェプ
サイ ト等で分か りやす く
発信す ることで、障がい
者就労の現場の支援の質
の向上や学術研究の推進
に寄与する。

2026年 8
月   ～
20274千 7
月

法人事務
所

都道府県
内各所

6人

企業・就
労支援施
設ならび
に、働 く
障 が い
者・支援
員等なら
びに一般
市民

研究
団体

連携
とし
0法て 1

人

導翼含T
して
約  1500
人

650

日常生活な ど
で何 らかのサ
ポー トが必要
な人々やそれ
に 関 連 す る
人々との交流
事業

サ ポー ト事業や調 査研
究・公表事業で浮き彫 り
になった障がい者就労を
めぐる実態や課題点に関
して、関係者や市民に向
けて対話・交流イベン ト
を 2回程度 (対面・オンラ
イン 1回ずつ)開催する。
対話・交流イベントで!L=

2026`手18

月～
20274■ 7
月

法人事務
所

都道府県
内各所

オンライ
ン

2人

研究、企
業人、な
らびに一
般市民

約
人

1500 400
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20264千 8
月|   ～
2027年 7
月

法人事務
所

1人 一般市民 約 50人 ｎ

）

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 255 】千円)

足欣
さ
事

に記載
れた
業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

この法人のホ
ームページや
発行する刊行
物などにおけ
る広告掲載事
業

法人の公式ホームページや刊行物に広告を掲
載する

2026イ手8
月   ～
2027`年17

月

事業所内 2 100

調査研究等の
委託事業 行政機関・民間企業等から調査研究を請け負う

20264千 8
月   ～

2027年 7
月

事業所内 2 155



書式第 10号 (法第 10条・第 25条関係 )

2025年 度 活動予算書 (その他事業がぬ登場合)

法 人 ス

設立・ 定款変更用

ラ ボフブ

特定非営利活動に係る事彙
科 目 s l4'ft.en

その他事彙

金  額 1小計・合計
合計

∞

∞

ｍ
ｍ
ｍ

ｍ
ｍ
ｍ

∝n∝Ю

3,∞Ю,∝Ю
ｍ
ｍ

ｍ
ｍ

3,∞0.αЮ

|

0
0

0

01

150,∞

:|

回
。
０
０
０
ｍ
。

ヨ〕. 1",(XX

正会員受取会費(10,000円 ×10名 +30,((0円 ×5団 体)

賛助会員受取会費 (3000円 Xl((名 +10000円 X5口 )

員常生活などで

「

ら力¢サポートが
`口`人

や々それに関さする人々に対†るサポート事黎収螢

日常生活などで何らかのサポー トが必要′

`人
々やそれに関連する人々との交流事興

そ の 他 、 こ の 法 人 の 目的 を 達 成 す る た め に 必 要 な 事 業 収 益

この法人のホームページや発行するF11行 物などにおける広告掲載Ⅲ案収益

調査研究等の委託事業収益

受取寄附金

受取補助金

受取利息

3.“Ю.∝Ю 1∞.0∞ 3.750.000

1,069,αЮ

950,000

O

O
119,000

950,000
0

O

119,000

ｍ
ｍ
。
ｏ
ｍ

1.126.OK)0

|

100.000.

200.000
350,0001

0

50.000

700,α )0

100,000

200,000
350.000

0

50,000

700.000

1.7691.01)0 57.000 1.326.0(10

0

8∞ .(XX

0

90,αЮ

8∞.αЮ

0

950.000
0

90,000

0

30,000
0'

10 0001

“

D.αЮ

0

30,000
O

10.000

030,000

2

1

1

2

消耗品費
水道光熱■
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

給料手当
役員報酬
退職給付費用

福利厚生,

会議費
旅費交通費
調査研究費
減価償却費
印刷製本費

50,000
30.000
50,000

300,000

50,000

0

4既 ∝Ю

50.000

301,000

50.000

300,000

50,000

0

5,000
5,000

10.000

10,000

0

0

a)■Ю

5,α×

5,000
10.000

10,000

0

0

510,000

1.370.00( 70.(XX ■

“

0.

3.130.(,(X) 127.01)0 3.266.000
1   461.000 23.0010 484 αЮ

過年度損益修正益

災害損失

当 期 経 常 外 増 滅 饉 D 0

組  理 23.000 -23.000

484.ⅨЮ

70.1000

0
414_00〔

■ロロ■■■

■[]E]日
■■■■■■■■■■

■■■■■
■■■■■‖■■■■■■■■■‐ ■ ■■■■■■■■■

■■■■■口■■■■■即 日■■■■口 ■ ■■■■国 ■ ■■■■腱】

■■■■国

■■」|□||」■ヨ|ロ

■■■■■‖■■■■口 ■■■■■■■■■■回 |■■■■■【】

|

〕1  1:: 雪 りヽ

"●

:  ウ

" 
春 訃

~~¬
口両硼



書式第 10号 (法第 10条・第 25条関係 )

2026年 度 活動予算書 (その他事業がぬ登場合)

特定非営利活動法人

設立・定款変更用

ラボスプラウト

特定非営利活動に係る事業 その他事業
科 目

金  額 小計・合計 金  額 小計・合計
合計

400,000
400,000

ｍ
ｍ
ｍ

ｍ
仙
如

よЮ,αЮ

2,0(X),000
ｍ
ｍ

ｍ
ｍ

2.∞0,αЮ

正会員受取会費 (10,000円 X10名 +30.000円 ×10団 体)

賛助会員受取会費 (3000円 ×100名 +10000円 X10口 )

日常生活などで何ちかのサポートが必要な人々やそれに関連する人々に対するサポート事栞収益

日常生活などで何らかのサポー トが必要な人々やそれに関こする人々との交流事業

そ の 他 、 こ の 法 人 の 目的 を 達 成 す る た め に 必 要 な 事 業 収 益

この法人のホームベージや発をする刊行物などにおける広告掲載事業収益

調査研究等の委託事業収益

受取寄附金

受取補助金

A

2

5 そ

受取利息
の収

硼
。
０
０
０
ｍ
ｍ

ｍ
　
　
　
　
　
ｍ
知

∞0,αЮ

2.3(Ю .αЮ 500.000 3.よЮ.(,(X,

ｍ
ｍ

蜘
帥80(,00(

0

0

100,000

0

0

100,000 26

Ю

Ю

０

０

Ю

∝

∝
　
　
　
∝

1,126.000

100,000

200,000

30(),0∞

0

50,000

ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
ｏ
ｍ

６５ｏ
ｍ
ｍ
ｍ
　
５０

Ш
０
０
０
０
０

679.OCX)

1.550.00( 255.(XX) 1.305.OK)0
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書式第 6号 (法第 10条関係)

設   立   用

特定非営利活動法人スプラウ トロラボ設立趣旨書

障がいのある人が社会で暮らし、働くことを否定する法律はないにも関わらず、賃金格差や教育格差、

文化格差など、「障がい」があるからという理由だけで、本来得られるべきものを得られない格差は未だ

残り続けています。そうした格差は、能力を発揮するために必要なサポー トが周囲から提供されなかった

り、環境が整わなかったりすることで生まれるものです。環境調整が行われれば、社会での何らかの役割

を得て活躍できる人たちが多く存在しているにも関わらず、そのための対話をどのようにすればよいの

か、これまで築き上げられてきてしまった格差のために、対話方法が分からず、障がいのある人 。ない人

がお互いに戸惑いや因り感を持ってしまうことがあります。すべての人が、日の前の人の持つ特性や能力

を活かせるサポー トを提供し、周囲の環境調整などを行う対話ができる社会になれば、格差は是正さ

れ、皆が対等に活躍したり、役割を得て繋がりあえる社会が到来するはずです。

この社会の実現のためには、研究者・企業人・市民 。当事者などの「枠」を超え、お互いの考えを持ち

寄りながら、社会にとつて本当に必要だと思えることを議論できる対話の場、プラットフォームが必要な

のではないでしょうか。私たちは、どう対話していけばよいのか。社会課題を捉え、言語化した研究報告

を行うことはもちろんのこと、企業や障害者就労団体等で現場をよく知る方、これまで通りの対話方法に

違和感を持つ障がい者や支援者などの市民、様々な視点を持ち寄ることで、この社会を変革しうる対話の

場・実践の場を創りたいと考えています。

しかしながら、任意の研究実践団体ゆえ社会的信用を得るために様々な制約があり、必要備品の契約や

自治体からの事業委託、民間助成金への申請など、法人格のなさに伴って生まれる社会的障壁による活動

限界があることがわかりました。そこで、こうした障壁を取り払って、団体運営の効率性向上とさらなる

事業拡大を目指し、私たちの活動に賛同する誰もが参加できる団体たる、特定非営利活動法人となること

を決意致しました。

特定非営利活動法人になった暁には、定期的な総会の実施や、法令等で定められた書類の作成 。提出、

一般市民への情報公開などを適切に行うことで社会的信用を得、健全な法人運営が実現できると考えま

す。私たちは、市民に開かれた調査研究の基盤づくりや、対話文化醸成の一助となり、すべての人がなん

らかの役割をもって生きるインクルーシブな社会の実現を目指していきます。

申請に至るまでの経過

令和6年9月 10日 自主研究会「スプラボ」発足

令和6年 10月 26日 第1回研究会実施

`令和7年 1月 20日 特定非営利活動法人スプラウト・ラボの設立を有志で確認

令和7年 1月 29日 特定非営利活動法人スプラウト・ラボの設立総会実施

令和7年 3月 27日

設立代表者

氏名 小澤 温




